








































































2008年 5月現在、鈴鹿市の JSL児童生徒在籍校とその児童生徒数は、小学校 21校 452名、
中学校 8校 121名、計 29校の 573名である。前年度より 100名以上の増加が見られ、本
格的な増加期に入っているといえる。国籍別にみてもブラジルやペルーといった中南米の
他、アジア諸国も増えてきており、多様な背景の子ども達が地域の学校で学び合うように
なった。市内の小中学校 40校中 29校に JSL児童生徒が在籍していることからもわかるよ
うに、これらの児童生徒が市全体に点在していること、および小学校就学前の外国籍の子





















































































































































































































































































































































































 2． 鈴鹿市の統計資料は鈴鹿市 HPおよび教育委員会調査資料による。
 3． 鈴鹿市では「国際学級」、また目黒区では「日本語国際学級」などの名称も使用されているが、
本稿では常設されている教室を「日本語指導教室」と表記する。
 4． 目黒区の統計資料は東京都および目黒区の HPおよび目黒区教育委員会・目黒区国際理解教育推
進協議会編（2008）による。
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